
厚生労働大臣が定める有料老人ホームの設置者等が講ずべき措置

平成１８年３月３１日

厚生労働省告示第２６６号

１ （略）

２ 老人福祉法施行規則第２０条の１０の厚生労働大臣が定める措置は次に掲げるいずれ

かの措置とする。

イ 銀行等との間において，有料老人ホームの設置者が一時金（老人福祉法施行規則第

２０条の５第八号に規定する一時金をいう。以下同じ ）の返還債務を負うこととな。

った場合において当該銀行等がその債務のうち保全金額（一時金のうち，あらかじめ

契約で定めた予定償却期間のうち残存する期間に係る額又は５００万円のいずれか低

い方の金額以上の金額をいう。以下この号において同じ ）に相当する部分を連帯し。

て保証することを委託する契約を締結すること。

ロ 保険事業者との間において，有料老人ホームの設置者が受領した一時金の返還債務

の不履行により当該有料老人ホームの入居者に生じた損害のうち当該返還債務の不履

行に係る保全金額に相当する部分を当該保険事業者がうめることを約する保証保険契

約を締結すること。

ハ 信託会社等との間において，保全金額につき一時金を支払った入居者を受益者とす

る信託契約を締結すること。

ニ 民法第３４条の規定により設立された法人で高齢者の福祉の増進に寄与することを

目的として設立されたものとの間において，一時金について有料老人ホームの設置者

が返還債務を負うこととなる場合に備えた保全のための契約を締結することであっ

て，イからニまでに掲げる措置に準ずるものとして都道府県知事が認めるもの

【 】参 考

（昭和３８年７月１１日法律第１３３号）○老人福祉法

第２９条第７項 有料老人ホームの設置者のうち，終身にわたって受領すべき家賃

その他厚生労働省令で定めるものの全部又は一部を前払金として一

括して受領するものは，当該前払金の算定の基礎を書面で明示し，

かつ，当該前払金について返還債務を負うこととなる場合に備えて

厚生労働省令で定めるところにより必要な保全措置を講じなければ

ならない。

○老人福祉法施行規則（昭和３８年７月１１日厚生省令第２８号）

第２０条の１０ 有料老人ホームの設置者は，法第２９条第７項の規定により，一

時金に係る銀行の債務の保証その他の厚生労働大臣が定める措置を

講じなければならない。


